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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
当社連結子会社であるCHAMROEUN MICROFINANCE PLC.（本社：カンボジア王国プノンペン都 CEO：YANNICK NICOLAS

MILEV、以下「チャムロン社」）において、不適切な融資取引が行われていた可能性のある事案が発覚したことか

ら、調査チームを設置し、外部専門家を交えて調査を行いました。

その結果、チャムロン社において、不正な架空融資案件を偽造し、営業貸付金の過大計上が行われていたことが判

明いたしました。

これを受けて、会計上の影響額を検証した結果、過去に提出済みの四半期報告書に記載されている四半期連結財務

諸表に含まれる不適切な会計処理を訂正することといたしました。

当該決算訂正により、当社が2023年８月14日に提出いたしました第24期第３四半期（自　2023年４月１日　至　

2023年６月30日）に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４

項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。なお、訂正後の四半期連結財務諸表につ

いては、ＰｗＣ Ｊａｐａｎ有限責任監査法人により四半期レビューを受けており、その四半期レビュー報告書を添

付しております。

なお、従来当社が監査証明を受けておりますＰｗＣ京都監査法人は、2023年12月１日付でＰｗＣあらた有限責任監

査法人と合併し、ＰｗＣ Ｊａｐａｎ有限責任監査法人に名称を変更しております。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

　　１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

　　２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

（１）財政状態及び経営成績の状況

第４　経理の状況

　　２　監査証明について

　　１　四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

　　注記事項

（四半期連結損益計算書関係）

（株主資本等関係）

（１株当たり情報）

 

独立監査人の四半期レビュー報告書

 

３【訂正箇所】
訂正箇所は　　を付して表示しております。

なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

第３四半期
連結累計期間

第24期
第３四半期
連結累計期間

第23期

会計期間
自　2021年10月１日
至　2022年６月30日

自　2022年10月１日
至　2023年６月30日

自　2021年10月１日
至　2022年９月30日

営業収益 （千円） 6,364,814 7,779,229 8,587,744

経常利益 （千円） 688,753 11,492 842,027

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 428,031 △229,370 500,846

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 359,749 △233,759 395,550

純資産額 （千円） 2,154,788 2,133,296 2,217,021

総資産額 （千円） 9,226,867 14,351,166 9,624,492

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）

（円） 34.84 △18.55 40.76

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 34.72 － 40.65

自己資本比率 （％） 23.3 14.6 22.9

 

回次
第23期

第３四半期
連結会計期間

第24期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

自　2023年４月１日
至　2023年６月30日

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期純損失（△）
（円） 19.40 △17.74

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第24期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動は以下のとおりであります。

 

（国内Re事業）

当第３四半期連結会計期間において、株式会社アニスピホールディングスの全株式を取得したことにより、同社及

びその子会社２社を連結の範囲に含めております。また、同社の関連会社２社を持分法適用の範囲に含めておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

当社グループは、収益と社会性の両立を目指し「ビジネスを通じて『偉大な作品』を創る」を経営理念に掲げ、

国内では「国内Re事業」として、実店舗を有しないインターネット特化型の「リユース事業」、インターネットと

宅配便を活用した都市鉱山リサイクル（小型家電リサイクル）の「小型家電リサイクル事業」、及び知的・精神障

がいのある方を対象としたグループホームと就労継続支援B型事業所を運営する「ソーシャルケア事業」を展開

し、また、海外では、カンボジアの社会問題を解決しながらカンボジア経済の発展に資する「海外金融・HR事業」

を展開しております。

 

当第３四半期連結累計期間の経営成績につきましては、営業収益7,779,229千円（前年同四半期比22.2％増）、

営業利益9,869千円（前年同四半期比97.3％減）、経常利益11,492千円（前年同四半期比98.3％減）、親会社株主

に帰属する四半期純損失229,370千円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益428,031千円）となりま

した。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

a.国内Re事業

当事業は、循環型社会の形成に向けた事業展開を行うため、リユース事業及び小型家電リサイクル事業に取り組

んでおります。リユース事業では、NETOFFブランドで自社サイトを開設し、インターネットを通じてユーザーから

中古本・CD・DVD・ゲームソフト・ブランド品・貴金属・フィギュアなど多様な商品の買取申込を受け付け、対象

商品を宅配便で集荷後、査定額を指定口座に支払う宅配買取と、自社で運営するインターネット中古書店等を通じ

てインターネット販売を行う、宅配便を活用した利便性の高い、かつ、インターネットに特化した非対面・非リア

ルの宅配買取・販売サービスを顧客に提供するものであります。リユース業界においては、当社が取り扱うメディ

ア・ホビー商材のカテゴリーは実店舗を通じた買取・購入形態からインターネットによる買取・購入形態への移行

が加速しており、同カテゴリーにおけるネット市場は今後も成長が続いていく見通しにあります。

また、小型家電リサイクル事業では、使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律の認定事業者免許を

インターネットと宅配便を活用した回収スキームにて取得しており、全国641の自治体（2023年８月４日現在）と

の広範な連携を軸に行政サービスの一環としてサービスを提供する独自の事業モデルを構築しております。同事業

は、ユーザーからのインターネット申込により、不用となった使用済小型電子機器等を宅配便で直接回収するとと

もに、パソコンや携帯電話を廃棄する際の情報漏えいを懸念するユーザー向けのデータ消去サービス等オプション

サービスを有償で提供、また回収した使用済小型電子機器等からの再生可能資源を再資源化事業者へ売却又は再利

用可能品としてリユース販売するインターネットプラットフォーム型のサービスを提供しております。同事業にお

いては更に回収量を拡大させるべく、自治体との連携とメディアを通じたマーケティング戦略の強化によるサービ

ス認知度や利用率の向上を強化するとともに、大手メーカー・小売業者との提携による回収ネットワークの仕組み

化を拡大してきました。また、東京都と連携して取り組んだ「レアメタル緊急回収プロジェクト促進事業」を契機

として、今後、主に中小企業をターゲットとした法人向けパソコン回収事業にも本格的に参入して参ります。

当社は、2020年から知的障がいのある方の社会的自立の支援として、生活基盤の構築と就労機会の拡大を目指し

ソーシャルケア事業（障がい福祉事業）の強化にも取り組んで来ました。障がい福祉事業では、知的・精神障がい

のある方の生活基盤の構築としてグループホームの運営を展開して参りましたが、全国ネットワークと運営ノウハ

ウを獲得する観点で、2023年４月３日に株式会社アニスピホールディングス（以下、アニスピ社）の100％株式を

取得し、当第３四半期連結会計期間より連結の対象としております。今後はアニスピ社の業界No.1規模のグループ

ホーム事業と障がい福祉の関連領域を中心に拡大させていく方針であります。更にリユース・リサイクル事業にお

いて、集中力が高いという知的障がいのある方の強み・特性を活かして多くの方が活躍出来る就労機会の構築を目

指し障がい福祉事業との連携により、一般就労雇用推進から就労継続B型へと雇用促進を図って参ります。小型家

電リサイクル事業（環境）とソーシャルケア事業（障がい福祉）を中心に、「Environment(環境)とSociety（社

会）」＝「ESモデル」（環福連携モデル）として、各々の事業が高い収益性を実現しながら、各事業間のシナジー

で更に成長を加速する当社の中心戦略として取り組んで参ります。
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以上の結果、当セグメントの営業収益は6,658,077千円（前年同四半期比21.6％増）、セグメント利益は740,497

千円（前年同四半期比20.9％減）となりました。

 

b.海外金融・HR事業

当事業は、カンボジアにおける社会問題解決を目指し、人材送り出し事業、マイクロファイナンス・マイクロ保

険事業、リース事業の３つの事業を展開しております。

人材送り出し事業は、新型コロナの影響により一時的に入国制限の影響を受け、入国の停止の状況が続いており

ましたが、2022年３月より順次、技能実習生の入国も再開され、日本国内での旺盛な求人需要も背景として2022年

４月から事業の再開と拡大施策に取り組んできており、当期累計では125名の技能実習生を送り出しました。海外

人材の送り出し事業は、日本の就業人口の減少に伴う求人需要と、日本での高度な技能習得や就労によるキャリア

アップ機会により帰国後の母国の経済発展に資する人材育成を図る事業であり、国際的・社会的意義の高さととも

に、中長期的にも大幅に市場が拡大していくものと予想しております。当社は当該事業を今後の海外事業における

成長の基軸と位置づけ、体制強化や取り組み市場拡大を含め積極的な事業展開に取り組んで参ります。

その他の金融事業は、カンボジアにおける「貧困層・弱者向け」の「生活基盤となる事業性」資金を供給しソー

シャルインクルージョン（社会的包摂）として社会貢献する基本方針に沿いマイクロファイナンス事業を中心に事

業を展開して参りましたが、新型コロナウイルス感染症拡大以降のカンボジア経済状況等に鑑み、また当社の戦略

的な事業ポートフォリオ見直しの観点から、既に海外金融事業からのエグジット方針を策定し、当該方針に沿い事

業の再構築を図って参りました。

当該方針に沿い、2023年６月29日開催の取締役会において、当社の連結子会社でありカンボジア王国にてマイク

ロファイナンス事業を行うCHAMROEUN MICROFINANCE PLC.（以下、「チャムロン」）の発行済全株式を、五常・ア

ンド・カンパニー株式会社（以下、「五常」）等に対して譲渡することを決議し、同日付にて五常との間で株式譲

渡契約書を締結致しました。本譲渡契約に伴う譲渡完了については、カンボジア国立銀行、カンボジア商務省等、

関係当局の認可・承認の取得が前提となりますので取引の完了には数カ月程度を要する見込みであります。本取引

完了時には当社連結バランスシートの60%以上が圧縮される予定であり、その改善余力を活かして今後の成長戦略

である「ESモデル」の拡大推進戦略に向けた積極的な投資を検討して参ります。

その他カンボジア車両割賦販売事業、マイクロ保険事業、車両リース事業等につきましても、各々清算もしくは

第三者への譲渡を前提として現在対応中であります。

以上の結果、当セグメントの営業収益は1,121,152千円（前年同四半期比26.1％増）、セグメント損失は208,788

千円（前年同四半期はセグメント損失66,844千円）となりました。

 

②財政状態の分析

　（資産の部）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は10,323,131千円となり、前連結会計年度末に比べ2,156,406千

円増加いたしました。これは営業貸付金が768,862千円増加、現金及び預金が691,950千円増加、その他流動資産が

366,658千円増加、リース投資資産が344,903千円増加したことなどが主な要因であります。固定資産は4,020,437

千円となり、前連結会計年度末に比べ2,571,187千円増加いたしました。これは有形固定資産が1,199,201千円増

加、無形固定資産が661,130千円増加、投資その他の資産が710,855千円増加したことなどが主な要因であります。

 

　（負債の部）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は6,086,576千円となり、前連結会計年度末に比べ2,027,583千円

増加いたしました。これは短期借入金が1,792,278千円増加、未払金が222,054千円増加したことなどが主な要因で

あります。固定負債は6,131,293千円となり、前連結会計年度末に比べ2,782,814千円増加いたしました。これは長

期借入金が1,201,064千円増加、リース債務が1,439,186千円増加したことなどが主な要因であります。

 

　（純資産の部）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は2,133,296千円と前連結会計年度末に比べ83,724千円減少いたし

ました。これは為替換算調整勘定が31,776千円減少したことなどが主な要因であります。

 

（2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（3）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

 

EDINET提出書類

リネットジャパングループ株式会社(E31751)

訂正四半期報告書

 5/23



（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

（5）研究開発活動

該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

（株式譲渡契約）

当社は、2023年６月29日開催の取締役会において、当社の連結子会社でありカンボジア王国にて 貧困層向けマイク

ロファイナンス事業を行うCHAMROEUN MICROFINANCE PLC.の発行済全株式を、五常・アンド・カンパニー株式会社等に

対して譲渡することを決議し、同日付にて株式譲渡契約を締結しております。 今後、本譲渡契約に伴う譲渡完了につい

ては、カンボジア国立銀行、カンボジア商務省等、関係当局への承認申請手続を開始し、その認可・承認の取得が前提と

なりますが、当該認可・承認の取得による取引の完了には数カ月程度を要する見込みであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2023年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,562,000 12,562,000
東京証券取引所

グロース市場

単元株式数

100株

計 12,562,000 12,562,000 － －

（注）提出日現在発行数には、2023年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

　　　発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年４月１日～

2023年６月30日（注）
268,400 12,562,000 75,017 1,718,666 75,017 492,540

（注）2023年４月19日を払込期日とする第三者割当による新株式（発行価格559円、資本組入額279.5円）の発行によ

り、資本金及び資本準備金がそれぞれ75,017千円増加しております。

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2023年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2023年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,289,300 122,893 －

単元未満株式 普通株式 4,300 － －

発行済株式総数  12,293,600 － －

総株主の議決権  － 122,893 －

（注）「単元未満株式」欄の株式数には、当社所有の自己株式68株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義

所有株式数

（株）

他人名義

所有株式数

（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

― ― - - - -

計 ― - - - -

（注）単元未満株式として自己株式を68株所有しております。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023

年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年10月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、ＰｗＣ京都監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、ＰｗＣ Ｊａｐａｎ有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。

 

EDINET提出書類

リネットジャパングループ株式会社(E31751)

訂正四半期報告書

 9/23



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,596,476 2,288,426

売掛金 936,436 950,076

営業貸付金 5,094,557 5,863,420

リース投資資産 131,743 476,647

商品 341,597 422,881

貯蔵品 12,919 14,251

その他 427,722 794,380

貸倒引当金 △374,728 △486,952

流動資産合計 8,166,725 10,323,131

固定資産   

有形固定資産 338,136 1,537,337

無形固定資産   

のれん 17,711 517,370

ソフトウエア 168,047 285,798

その他 68,797 112,518

無形固定資産合計 254,557 915,687

投資その他の資産   

その他 856,557 1,743,763

貸倒引当金 － △176,350

投資その他の資産合計 856,557 1,567,412

固定資産合計 1,449,250 4,020,437

繰延資産 8,516 7,596

資産合計 9,624,492 14,351,166
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 42,239 56,224

短期借入金 ※ 597,284 ※ 2,389,563

１年内返済予定の長期借入金 2,230,963 1,873,575

未払金 309,205 531,260

未払費用 293,182 416,617

未払法人税等 179,725 45,584

賞与引当金 48,414 34,723

その他 357,978 739,026

流動負債合計 4,058,992 6,086,576

固定負債   

社債 70,000 102,500

長期借入金 3,184,983 4,386,047

資産除去債務 － 33,032

リース債務 87,898 1,527,085

繰延税金負債 5,390 51,553

その他 206 31,073

固定負債合計 3,348,478 6,131,293

負債合計 7,407,471 12,217,869

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,643,648 1,718,666

資本剰余金 1,328,440 492,540

利益剰余金 △630,751 50,795

自己株式 △92 △92

株主資本合計 2,341,245 2,261,910

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △9,657 △6,177

為替換算調整勘定 △125,747 △157,524

その他の包括利益累計額合計 △135,404 △163,701

新株予約権 7,759 7,759

非支配株主持分 3,420 27,327

純資産合計 2,217,021 2,133,296

負債純資産合計 9,624,492 14,351,166
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2021年10月１日
　至　2022年６月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2022年10月１日
　至　2023年６月30日)

営業収益   

売上高 5,619,281 6,846,611

金融収益 745,532 932,618

営業収益合計 6,364,814 7,779,229

営業原価   

売上原価 1,544,997 1,879,473

金融費用 208,169 330,988

営業原価合計 1,753,167 2,210,462

売上総利益 4,074,283 4,967,138

営業総利益 4,611,646 5,568,767

販売費及び一般管理費 4,250,316 5,558,897

営業利益 361,330 9,869

営業外収益   

受取利息 28,233 42,619

助成金収入 22,261 30,216

為替差益 294,225 －

その他 38,020 26,449

営業外収益合計 382,741 99,285

営業外費用   

支払利息 21,986 31,839

為替差損 － 35,893

支払手数料 20,761 10,204

持分法による投資損失 － 3,618

その他 12,570 16,106

営業外費用合計 55,317 97,662

経常利益 688,753 11,492

特別利益   

固定資産売却益 154 3,317

訴訟損失引当金戻入額 － 9,206

特別利益合計 154 12,524

特別損失   

固定資産除却損 4,202 570

固定資産売却損 4,806 94

貸倒損失 － 119,768

海外金融事業に係る臨時損失 － ※ 43,798

その他 － 8,795

特別損失合計 9,008 173,028

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
679,899 △149,011

法人税、住民税及び事業税 239,621 82,251

法人税等調整額 13,017 △24,429

法人税等合計 252,638 57,821

四半期純利益又は四半期純損失（△） 427,261 △206,833

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△769 22,537

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
428,031 △229,370

 

EDINET提出書類

リネットジャパングループ株式会社(E31751)

訂正四半期報告書

12/23



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2021年10月１日
　至　2022年６月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2022年10月１日
　至　2023年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 427,261 △206,833

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △5,856 3,480

為替換算調整勘定 △61,656 △30,406

その他の包括利益合計 △67,512 △26,926

四半期包括利益 359,749 △233,759

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 360,344 △257,667

非支配株主に係る四半期包括利益 △595 23,907
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

当第３四半期連結会計期間において、株式会社アニスピホールディングスの全株式を取得したことにより、

同社及びその子会社２社を連結の範囲に含めております。

なお、当該連結の範囲の変更は、当第３四半期連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な

影響を与えることが確実であると認められ、連結貸借対照表における総資産の増加、連結損益計算書における

売上高等の増加が見込まれると考えられます。

 

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

当第３四半期連結会計期間において、株式会社アニスピホールディングスの全株式を取得したことにより、

同社の関連会社２社を持分法適用の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価

算定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針

第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ

たって適用することとしております。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

該当事項はありません。

 

 

（追加情報）

該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　当社グループは、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸越

契約及び貸出コミットメントライン契約を締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は次の

通りであります。

 
前連結会計年度

（2022年９月30日）
当第３四半期連結会計期間

（2023年６月30日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメント

の総額
1,300,000千円 2,000,000千円

借入実行残高 400,000 1,600,000

差引額 900,000 400,000

 

（四半期連結損益計算書関係 ）

※　当社連結子会社であるCHAMROEUN MICROFINANCE PLC.における不正調査の過程において、架空融資案件を

偽造し、営業貸付金が過大に計上されていたことが判明いたしました。そのため、当社は当該不正によって

計上された営業貸付金46,651千円を帳簿価額から減額したこと等に伴い、海外金融事業に係る臨時損失

43,798千円を特別損失に計上いたしました。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年10月１日
至　2022年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年10月１日
至　2023年６月30日）

減価償却費 119,030千円 153,978千円

のれんの償却額 16,796 35,929

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年10月１日　至　2023年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

2022年12月21日開催の定時株主総会決議により、2022年12月23日を効力発生日として、会社法第448条第１

項の規定に基づき、資本準備金から832,389千円減少し、その他資本剰余金へ振り替えるとともに、会社法第

452条の規定に基づき、その他資本剰余金から950,000千円減少し、同額を繰越利益剰余金へ振り替えることに

より、欠損填補を行っております。

また、当社は2023年４月19日を払込期日とする第三者割当による新株の発行により、資本金及び資本剰余金

がそれぞれ75,017千円増加しております。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間末において資本金が1,718,666千円、資本剰余金が492,540千円、

利益剰余金が50,795千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年６月30日）

１　報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 国内Re事業 海外金融・HR事業 計

営業収益      

外部顧客への営業

収益
5,475,932 888,881 6,364,814 － 6,364,814

セグメント間の内部

営業収益又は振替高
－ － － － －

計 5,475,932 888,881 6,364,814 － 6,364,814

セグメント利益又は

損失（△）
936,259 △66,844 869,415 △508,085 361,330

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△508,085千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、その主なものは、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年10月１日　至　2023年６月30日）

１　報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 国内Re事業 海外金融・HR事業 計

営業収益      

外部顧客への営業

収益
6,658,077 1,121,152 7,779,229 － 7,779,229

セグメント間の内部

営業収益又は振替高
－ － － － －

計 6,658,077 1,121,152 7,779,229 － 7,779,229

セグメント利益又は

損失（△）
740,497 △208,788 531,708 △521,838 9,869

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△521,838千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、その主なものは、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

当第３四半期連結会計期間において、株式会社アニスピホールディングスの株式を取得したことにより、

連結の範囲に含めております。当該事象により「国内Re事業」において、のれんが536,532千円増加してお

ります。

なお、のれんの金額は取得原価の配分が完了していないため、入手可能な情報に基づき暫定的に算定され

た金額であります。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

当社は、2023年３月１日開催の取締役会決議に基づき、2023年４月１日付で株式会社アニスピホールディングス

（以下「アニスピ社」）の発行済株式の全てを取得し、当社の子会社としております。

１. 企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称およびその事業の内容

被取得企業の名称　株式会社アニスピホールディングス

事業の内容　　　　ペット共生型障がい者グループホーム事業

運動療法型障がい者デイサービス（生活介護）事業

精神科訪問看護ステーション事業

日中支援サービス型障がい者グループホーム事業

放課後等デイサービス・児童発達支援事業

動物看護師によるペットシッター・看護サービス事業

(2) 企業結合を行った主な理由

当社グループは、これまで「収益と社会性の両立モデルの構築」を経営理念に掲げ、今後の成長戦略とし

て、小型家電リサイクル事業と障がい福祉事業が相互にシナジーを発揮して成長する「Environment(環境)と

Society（社会）」＝「ESモデル」（環福連携モデル）の構築を推進して参りました。

アニスピ社は、障がい者グループホームを累積で約1,200拠点（含むレベニューシェア加盟店）開設する企

業であり、今回の株式取得は、この「ESモデル」推進を加速するための戦略的買収となります。

アニスピ社が当社グループに加わることで、ESモデルの構築および全国展開の成長戦略が加速するととも

に、グループ全体でのシナジー最大化を実現し、両社の企業価値の向上を図って参ります。

(3) 企業結合日

2023年４月１日

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

(5) 結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価としてアニスピ社の全株式を取得したことから、当社を取得企業としております。

２. 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2023年４月１日から2023年６月30日まで

３. 被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 450,000千円

取得原価  450,000千円

４. 主要な取得関連費用の内容および金額

アドバイザリー費用等　9,650千円

５. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間

（1）発生したのれんの金額

536,532千円

なお、のれんの金額は取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算出された金額であります。

（2）発生原因

被取得企業の今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

７年間にわたる均等償却
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６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 1,276,389千円

固定資産 1,251,723千円

資産合計 2,528,113千円

流動負債  801,803千円

固定負債 1,812,842千円

負債合計 2,614,645千円
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前第３四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年６月30日）

（単位：千円）

 
報告セグメント

国内Re事業 海外金融・HR事業 計

リユース 3,601,646 － 3,601,646

小型家電リサイクル 1,777,877 － 1,777,877

障がい福祉 96,408 － 96,408

人材送出し － 74,647 74,647

海外金融 － 10,866 10,866

顧客との契約から生じる収益 5,475,932 85,514 5,561,446

その他の収益（注） － 803,367 803,367

外部顧客への営業収益 5,475,932 888,881 6,364,814

（注）その他の収益には、営業貸付収益、リース取引収益、保険引受収益等が含まれております。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2022年10月１日　至　2023年６月30日）

（単位：千円）

 
報告セグメント

国内Re事業 海外金融・HR事業 計

リユース 3,945,950 － 3,945,950

小型家電リサイクル 1,923,982 － 1,923,982

障がい福祉 788,144 － 788,144

人材送出し － 105,808 105,808

海外金融 － 22,632 22,632

顧客との契約から生じる収益 6,658,077 128,440 6,786,518

その他の収益（注） － 992,711 992,711

外部顧客への営業収益 6,658,077 1,121,152 7,779,229

（注）その他の収益には、営業貸付収益、リース取引収益、保険引受収益等が含まれております。

 

EDINET提出書類

リネットジャパングループ株式会社(E31751)

訂正四半期報告書

19/23



（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年10月１日
至　2022年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年10月１日
至　2023年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半

期純損失（△）
34円84銭 △18円55銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社

株主に帰属する四半期純損失（△）（千円）
428,031 △229,370

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）（千円）

428,031 △229,370

普通株式の期中平均株式数（株） 12,284,382 12,365,302

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 34円72銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 45,140 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －

（注）当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１

株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2024年３月28日

リネットジャパングループ株式会社

取　締　役　会　御　中

 

ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ有限責任監査法人

京都事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 有　岡　照　晃

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮　脇　亮　一

 

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているリネットジャ

パングループ株式会社の2022年10月１日から2023年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年４

月１日から2023年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年10月１日から2023年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、リネットジャパングループ株式会社及び連結子会社の2023年６月

30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。な

お、PwC京都監査法人が、訂正前の四半期連結財務諸表に対して2023年８月10日に四半期レビュー報告書を提出してい

るが、当該訂正に伴い、当監査法人（PwC京都監査法人は2023年12月１日付でPwCあらた有限責任監査法人と合併し、

名称をPwC Japan有限責任監査法人に変更しております。）は、訂正後の四半期連結財務諸表に対して本四半期レ

ビュー報告書を提出する。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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